様式２－２号
参加資格要件確認書
（チェック欄の□にレ印を記入してください。）

	参加資格要件
	チェック欄

	法人格を有し、本業務を円滑に遂行できるよう、安定的かつ健全な財政能力を有している。
	□はい

	地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の４の規定のいずれにも該当していない。
	□はい

	　国・市（区）町村税に滞納がない。
	□はい

	本庄上里学校給食組合物品等競争入札参加資格者名簿において「給食業務」を希望している。
	□はい

	本件プロポーザルの公告日から契約締結日までの間に、本庄上里学校給食組合において物品等の契約に係る指名停止を受けていない。
	□はい

	学校給食法(昭和29年法律第160号)並びに学校給食関係法令等を熟知し、学校給食の趣旨を十分に理解するとともに文部科学省の定める「学校給食衛生管理基準」を厳守した業務の遂行ができる。
	□はい

	小学校又は中学校を対象とする学校給食センター若しくは共同調理場において、１日6,600食（１調理場）以上の調理業務委託実績を３年以上有し、かつ現在もその該当する施設での調理業務契約を締結している。
	□はい

	過去５年以内に学校給食業務又は大量調理施設において、食品衛生法(昭和22年法律第233号)の営業停止処分を受けていない。
	□はい

	会社更生法(平成14年法律第154号)に基づく、更生手続開始の申立てがなされていない。(ただし、手続開始決定を受けている者を除く。)
	□はい

	民事再生法(平成11年法律第225号)に基づく、再生手続開始の申立てがなされていない。(ただし、手続開始決定を受けている者を除く。)
	□はい

	　手形交換所から取引停止処分を受けるなど経営状態が著しく不健全ではない。
	□はい

	製造物責任法（平成６年法律第85号）の規定による損害賠償責任を履行するため、生産物賠償責任保険に加入している。
	□はい

	暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第77号)第２条第２号に規定する暴力団員でないこと、及びその利益となる活動を行っていない。
	□はい


